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１　地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所（以下「研究所」という。）は大阪府から運営費交付金を受け取っている。運営費交付金については、大阪府の商工労働部が予算を作成し財政課に要求しているが、その詳細については研究所と協議の上作成されている。研究所では運営費交付金の交付対象として中期計画で以下のように定めている。
　　(1)　維持管理運営費（非収益分）
　　(2)　機器整備費（非収益分）
(3)　人件費（非収益分、平成24年度から平成27年度は一部収益分も含む）
(4)　法人化による新規経費等
　　(5)　退職手当
　　(6)　大規模改修費
　　上記(1)～(4)については「標準運営費交付金」、(5)、(6)については「特定運営費交付金」の対象となる。

２　研究所は、大阪府内の産業、特に中小企業の振興を目的として設備機器を購入し、依頼試験、受託研究業務や中小企業に対する機器の開放などに利用している。研究所が購入する設備機器は、見積購入金額を利用料等の収入により何年間で回収することができるかにより収益性機器、非収益性機器に区分されており、非収益性機器の中には、研究業務のみに利用され、収入を生むことが予定されていない機器もある。これらの機器を購入する財源としては、大阪府からの運営費交付金、研究所の自己収入及び目的積立金などがあるが、運営費交付金は非収益性機器の購入のみに充当される。財源と機器の種類の関係は以下のとおりである。
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また、平成25年度における主な購入機器は以下のとおりである。
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３　機器の収益性、非収益性の区分は、見積購入価格を年間利用料等収入で除すことにより計算される回収年が、７年から８年程度かどうかを目安として判断されるが明文化された規程等は存在しない。また、研究業務のみに利用される機器のうち、目的積立金を財源として平成25年度に取得した5,705,090円について、平成25年10月29日付で大阪府から指定を受け、地方独立行政法人会計基準第85で規定される特定の償却資産として会計処理をしている。但し、研究業務のみに利用される機器のなかで、特定の償却資産としての大阪府に指定を求める基準として、明確化された規程等は存在しない。

４　研究所は、平成24年度に地方独立行政法人化され、従来にも増して自主的・自律的に組織運営を行い、収入の確保や財務の効率化が求められることとなった。ただし、研究所は収入の大部分を運営費交付金に依存する収入構造であり、平成25年度の収入合計2,660百万円のうち、自己収入は484百万円となっている。平成25年度の決算報告書は以下のとおりである。
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５　研究所では、平成23年６月より機器の稼働状況調査を実施している。調査対象は、「購入価格が100万円以上である主要な機器」であり、100万円未満の機器については稼働状況調査を実施していない。調査は毎月実施され、月次の調査結果は研究所の共有サーバーに格納され、全職員がいつでも閲覧できる状態になっている。稼働状況調査の結果は、各研究員が機器購入の際の参考や、機器の保守・修理の優先度判断などのために活用している。
稼働状況調査の結果、稼働時間が短いものも散見される。このうち平成23年度以後の購入機器については、経営会議などで活用方法の検討がされているが、それ以前の購入機器については経営会議などの課題として取り上げられておらず、今後の活用方法についての検討が行われていない。
	
１　運営費交付金の対象は非収益性機器とされているが、収益性機器と非収益性機器を区分する明文化されたルールが存在せず曖昧な部分があり、回収年が区分の目安とされる７から８年を超えていても収益性機器と判断される場合もある。
また、回収年については、見積購入金額から補助金等を控除せず計算するとしているが、控除した上で計算している場合もあり、回収年の計算方法も不明確である。
さらに、研究業務のみに利用される機器を特定の償却資産として指定を求める基準として、明文化された規程等は存在せず不明確である。

２　現状では、収益性機器、非収益性機器の区分は、見積購入金額を利用料等の収入により何年間で回収することができるかにより判断しているが、研究所はそもそも収益獲得を目的とするような法人ではなく、平成25年度の収入合計2,660百万円のうち、運営費交付金が2,147百万円、自己収入が484百万円と、大半を大阪府からの運営費交付金に依存している。
また、左図で示すように、運営費交付金のみ収益性機器の購入原資には充当できないという縛りをかけているものの、主として過年度の運営費交付金の剰余からなる目的積立金や非収益性も含む機器貸与料（自己収入）はあらゆる種類の機器購入の財源に充当できることとなっている。このことは、収益性・非収益性の区分が一貫した有用なものとなっていないことを示している。

３　100万円未満の機器については稼働状況調査を実施しておらず、稼働率が低い機器の有無について把握できていない。
また、稼働状況調査の対象となる100万円以上の機器について、調査の結果、稼働率が低いものも散見されるが、平成22年度以前の購入機器については今後の活用方法についての検討が行われていない。

	
機器を収益性、非収益性に区分する基準を明確化されたい。また、機器を収益性、非収益性に区分をすること自体が適切かどうかも含めて、大阪府と協議の上検討されたい。

100万円未満の機器についても効率的な稼働状況調査の方法を検討し、保有資産の活用状況を把握されたい。
また、平成23年６月より実施されている稼働状況調査の対象となった機器のうち平成22年度以前の購入機器についても稼働率が低いものについては今後の活用方法を検討されたい。























	措置の内容

	
○　機器整備区分の明確化
・　府との協議の結果、運営費交付金の算定上、機器整備区分は必要との結論に至った。
・　機器整備区分については、内部の処理区分を「短期回収型」「一般型」と改め、年間利用料等による回収年を８年と明確化することを、研究所機器整備部会において決定した。

○　機器の有効活用について
　・　100万円未満の機器に係る稼働状況については、固定資産実査時に機械毎の利用頻度調査により、稼働状況を把握した。今後も調査を行い、購入機器を有効利用するための資料としていく。
　・　平成23年６月より実施している稼働状況調査の対象となった機器のうち、平成22年度以前の購入機器については、個別に状況を調査し、その結果を平成27年５月開催の業務運営会議で報告し、今後の活用方策を定めた。
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収益性 名称 見積購入金額 年間利用料等収入 回収年 契約金額

湿式精密切断機（２台） 4,038,300 4,000,000 1.0 3,420,000

熱分解総合分析システム 35,000,000 4,000,000 8.8 29,400,000

紫外可視近赤外分光光度計 10,000,000 1,412,500 7.1 6,970,950

回転式摩擦摩耗試験機システム 20,145,000 2,345,400 8.6 18,900,000

レオロジー特性評価装置 18,270,000 2,500,000 7.3 14,647,500

分光測色計 2,866,500 550,000 5.0 1,239,000

往復しゅう動式摩擦摩耗試験

摩擦摩耗試験機用恒温恒湿槽＊

ロックウェル硬さ試験機 1,739,850 155,360 11.2 1,333,500

液体クロマトグラフ質量分析システム 65,000,000 8,070,000 8.0 64,785,000

グロー放電発光分析装置 38,000,000 3,678,000 10.3 26,019,000

両面マスクアライナ＊＊＊ 40,950,000 1,637,000

5.4

6年後から

39,690,000

高分解能X線CT装置 56,700,000 5,790,000 9.8 44,940,000

液体窒素発生装置＊＊ 8,540,700 ― ― 6,825,000

＊往復しゅう動式摩擦摩耗試験機に付随する装置で見積りは、両者合計額。入札は、別に実施。

＊＊共用機器で単独の収入はないが、現有機器が老朽化し、故障したため、修理より購入に切り替え。

＊＊＊NEDOのマッチングファンドによる購入であり2/3が補助される。

13,534,500

非収益

収益

15,936,000 1,870,000 8.5
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【決算報告書】 （百万円）

収入 平成25年度予算 平成25年度決算額 差額

運営費交付金 2,164 2,147 -17

自己収入 392 484 92

事業収入 273 290 17

外部資金研究費等 53 98 45（注１）

その他収入 66 96 30

目的積立金収入 0 29 29（注２）

計 2,556 2,660 104

支出

業務費 1,931 1,893 -38

技術研究経費 666 726 60（注２）

外部資金研究費等 42 52 10

職員人件費 1,223 1,115 -108（注３）

施設整備費 247 219 -28

一般管理費 378 363 -15

計 2,556 2,475 -81

（注１）独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の「課題設定型産業技術

開発費助成金」の獲得が主な要因

（注２）目的積立金取崩収入による技術研究経費の支出が主な要因

（注３）定員に対して欠員が生じているため人件費の剰余が発生している。
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運営費交付金 自己収入 目的積立金

○ ○

収益の獲得が予定されるもの ○ ○ ○

研究業務のみに利用 ○ ○

○

⇒特定の償却資産

○：財源の充当可能
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